
2025年11月期 第３四半期決算短信〔日本基準〕(連結)
2025年10月15日

上 場 会 社 名 ＡＨＣグループ株式会社 上場取引所 東

コ ー ド 番 号 7083 URL https://ahc.co.jp

代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名) 荒木 喜貴

問合せ先責任者 (役職名) 取締役 経営管理本部長 (氏名) 武藤 輝一 (TEL) 03-6240-9550

配当支払開始予定日 ―

決算補足説明資料作成の有無 ：無

決算説明会開催の有無 ：無

(百万円未満切捨て)

１．2025年11月期第３四半期の連結業績（2024年12月１日～2025年８月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年11月期第３四半期 4,958 5.5 67 △40.6 78 △45.6 28 △63.6

2024年11月期第３四半期 4,699 7.1 113 － 143 － 78 －
(注) 包括利益 2025年11月期第３四半期 28百万円( △63.6％) 2024年11月期第３四半期 78百万円( －％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年11月期第３四半期 13.68 13.46

2024年11月期第３四半期 37.58 36.69

(注) 2025年11月期第１四半期より表示方法の変更を行ったため、2024年11月期第３四半期に係る売上高、営業利益及び

各増減率につきましては、当該表示方法の変更を遡って適用した組替え後の数値を記載しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年11月期第３四半期 6,503 1,239 19.1

2024年11月期 5,798 1,204 20.8
(参考) 自己資本 2025年11月期第３四半期 1,239百万円 2024年11月期 1,204百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年11月期 － 0.00 － 10.00 10.00

2025年11月期 － 0.00 －

2025年11月期(予想) 12.00 12.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年11月期の連結業績予想（2024年12月１日～2025年11月30日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,622 5.5 172 34.4 163 5.4 110 12.4 52.82
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 １社（社名） 株式会社パパゲーノ 、除外 ‐社（社名） ‐

(注) 詳細は、添付資料P.10「２．（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項(当四半期連結累計期間における重

要な子会社の異動)」をご覧ください。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(注) 詳細は、添付資料P.８「２．（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項(四半期連結財務諸表の作成に特有

の会計処理の適用)」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年11月期３Ｑ 2,135,870株 2024年11月期 2,109,576株

② 期末自己株式数 2025年11月期３Ｑ 28,377株 2024年11月期 30,923株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年11月期３Ｑ 2,094,674株 2024年11月期３Ｑ 2,093,989株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人に
よるレビュー

： 有(任意)

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の

業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に

あたっての注意事項等につきましては、添付資料P.３「１．（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説

明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、経済活動の正常化にともなうインバウンド需要の大幅な回復

や、雇用・所得環境の改善等、景気は緩やかな回復の動きが見られる状況にあります。一方で、不安定な国際情勢

を背景とした資源・エネルギー価格の高騰や物価上昇に加え、米国の通商政策、長引く円安等依然として先行き不

透明な状況が続いております。

当社グループを取り巻く事業環境においては、福祉業界では障害者数全体は増加傾向にあり、そのうち、障害福

祉サービス及び障害児サービスの利用者数も2025年５月時点で168.3万人と前年同月と比べ5.6％増加(出典：厚生労

働省「障害福祉サービス等の利用状況」)しており、この増加は継続していくものと考えております。

介護業界では「団塊ジュニアの世代」が全員65歳以上となる2040年には65歳以上人口は3,928万人に達すると推計

(出典：内閣府「令和７年版高齢社会白書」)され、高齢者人口の増加にともない、今後も需要の増加と拡大が想定

されております。一方で、介護職員の人材不足という課題があります。

外食業界では需要の回復基調が継続しているものの、原材料価格や物流費等の高騰による物価の上昇、従業員確

保に係る採用費用等の人件費増加が顕著になっております。

このような状況の下、当社グループは、中長期的な企業価値向上の推進に向けて、2024年５月に資本業務提携を

締結した株式会社パパゲーノを完全子会社化し、就労継続支援Ｂ型事業所１事業所を取得いたしました。また、当

社の就労継続支援Ｂ型事業所において、ＩＴ系の作業受注や「ＡＩ支援さん」による職員の業務効率化等、ＤＸ推

進の取り組みを実施いたしました。新規事業所につきましては、２月に生活介護事業所を千葉県に１事業所、３月

に就労継続支援Ｂ型事業所を東京都に１事業所、５月に生活介護事業所を埼玉県に１事業所、６月に生活介護事業

所を三重県に１事業所を開設した一方、経営効率化のため、介護デイサービスを１事業所を事業譲渡、１事業所を

閉鎖いたしました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間末の各事業の拠点数は福祉事業94事業所、介護事業32事業所、外食事

業６店舗となりました。なお、当期首より、表示方法の変更を行ったため、以下の前年同期間との比較については、

変更後の表示方法に組み替えた数値を記載しております。

当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高4,958,926千円と前年同期と比べ259,837千円(5.5％)増収、営業利益

67,426千円と前年同期と比べ46,071千円(40.6％)減益、経常利益78,120千円と前年同期と比べ65,398千円(45.6％)

減益、親会社株主に帰属する四半期純利益28,656千円と前年同期と比べ50,025千円(63.6％)減益となりました。

各セグメントの業績は以下のとおりであります。

(福祉事業)

福祉事業におきましては、Ｍ＆Ａにより就労継続支援Ｂ型事業所を１事業所取得、２月に生活介護事業所を１事

業所、３月に就労継続支援Ｂ型事業所を１事業所、５月に生活介護事業所を１事業所、６月に生活介護事業所を１

事業所新規に開設いたしました。既存事業所では、利用者及び入居者の新規獲得や利用回数の増加に注力いたしま

した。これらの結果、売上高2,776,813千円と前年同期と比べ219,624千円(8.6％)の増収、営業利益154,795千円と

前年同期と比べ36,575千円(19.1％)の減益となりました。

(介護事業)

介護事業におきましては、オペレーションの見直しを行いサービスの質を向上させ、利用回数の増加を図るとと

もに新規利用者の獲得に注力いたしました。また、経営効率化のため、１事業所を事業譲渡、１事業所を閉鎖いた

しました。これらに加え、前期閉鎖した事業所の影響もあり、売上高1,168,792千円と前年同期と比べ67,136千円

(5.4％)の減収、営業損失6,140千円(前年同期は営業損失22,614千円)となりました。

(外食事業)

外食事業におきましては、前期に外食店舗を１店舗閉店したものの、メニュー改定による客単価の増加、食品の

加工・物流事業で取引量が増加したことにより売上高は好調に推移しました。これらの結果、売上高1,013,020千円

と前年同期と比べ107,049千円(11.8％)の増収、営業利益70,664千円と前年同期と比べ733千円(1.0%)の増益となり

ました。
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（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比べ705,523千円(12.2％)増加し、

6,503,807千円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末と比べ475,467千円(13.3％)増加し、4,044,410千円となりました。この主な要因

は、売上高の増加により売掛金が73,041千円(7.4％)増加したことによるものです。

固定資産は、前連結会計年度末と比べ230,055千円(10.3％)増加し、2,459,396千円となりました。この主な要因

は、事業所の新設に係る内装工事及び不動産取得により建物が61,630千円(8.3％)増加、土地が118,930千円(32.4

％)増加した他、株式会社パパゲーノの完全子会社化により、のれんが72,444千円(29.6％)増加した一方で、投資有

価証券が8,934千円(10.0％)減少したことによるものです。

流動負債は、前連結会計年度末と比べ396,146千円(31.6％)増加し、1,647,999千円となりました。この主な要因

は、１年以内返済長期借入金が217,352千円(38.3％)増加した他、買掛金が26,612千円(42.8％)、未払費用が44,226

千円(11.1％)増加したことによるものです。

固定負債は、前連結会計年度末と比べ274,988千円(8.2％)増加し、3,616,454千円となりました。この主な要因

は、長期借入金が276,777千円(8.3％)増加したことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末と比べ34,387千円(2.9％)増加し、1,239,352千円となりました。この主な要因は、

譲渡制限付株式報酬としての新株発行により資本金が13,041千円(24.1％)増加し、資本剰余金が9,866千円(1.2％)

増加したこと等によるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2025年11月期の連結業績予想につきましては、2025年１月17日の「2024年11月期 決算短信」で公表いたしました

連結業績予想から変更はありません。

今後の事業環境や業績推移の進捗によって、業績予想の修正が必要となった場合には、速やかに開示いたしま

す。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,419,112 2,765,492

売掛金 983,019 1,056,061

棚卸資産 9,787 14,536

その他 176,474 227,675

貸倒引当金 △19,450 △19,355

流動資産合計 3,568,943 4,044,410

固定資産

有形固定資産

建物 741,730 803,360

建物附属設備 409,311 417,576

土地 366,818 485,748

建設仮勘定 70,017 64,187

その他 169,522 180,707

減価償却累計額 △497,927 △543,768

減損損失累計額 △20,413 △15,267

有形固定資産合計 1,239,059 1,392,544

無形固定資産

のれん 244,401 316,845

その他 59,203 58,235

無形固定資産合計 303,604 375,081

投資その他の資産

投資不動産 326,463 348,633

減価償却累計額 △6,490 △11,450

投資有価証券 89,177 80,243

長期貸付金 18,794 17,683

繰延税金資産 53,490 53,630

その他 205,240 211,042

貸倒引当金 － △8,011

投資その他の資産合計 686,676 691,771

固定資産合計 2,229,340 2,459,396

資産合計 5,798,284 6,503,807
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 62,113 88,725

１年以内返済長期借入金 568,050 785,402

リース債務 2,995 3,070

未払法人税等 54,391 41,291

未払費用 397,257 441,484

賞与引当金 33,366 82,627

役員賞与引当金 － 2,625

その他 133,678 202,773

流動負債合計 1,251,853 1,647,999

固定負債

長期借入金 3,322,181 3,598,958

リース債務 8,487 6,175

資産除去債務 1,182 1,185

その他 9,614 10,136

固定負債合計 3,341,465 3,616,454

負債合計 4,593,319 5,264,454

純資産の部

株主資本

資本金 54,119 67,161

資本剰余金 833,792 843,659

利益剰余金 353,265 361,135

自己株式 △36,213 △32,678

自己株式申込証拠金 － 74

株主資本合計 1,204,964 1,239,352

純資産合計 1,204,964 1,239,352

負債純資産合計 5,798,284 6,503,807
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年12月１日
至 2024年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年12月１日
至 2025年８月31日)

売上高 4,699,088 4,958,926

売上原価 4,209,295 4,438,287

売上総利益 489,793 520,638

販売費及び一般管理費 376,294 453,211

営業利益 113,498 67,426

営業外収益

受取利息 487 3,693

受取家賃 9,146 17,965

新型コロナウイルス感染症による助成金収入 7,172 681

物価高騰対策助成金 28,110 21,839

その他 5,600 10,528

営業外収益合計 50,515 54,709

営業外費用

租税公課 578 2,242

減価償却費 2,153 4,959

支払利息 9,450 17,994

貸倒引当金繰入額 － 8,011

その他 8,313 10,807

営業外費用合計 20,495 44,015

経常利益 143,519 78,120

特別利益

固定資産売却益 680 202

国庫補助金 13,379 －

段階取得に係る差益 － 2,100

特別利益合計 14,060 2,302

特別損失

固定資産除却損 504 37

固定資産圧縮損 13,379 －

減損損失 3,645 1,984

行政処分関連損失 － 7,989

特別損失合計 17,529 10,011

税金等調整前四半期純利益 140,049 70,411

法人税、住民税及び事業税 61,368 41,755

法人税等合計 61,368 41,755

四半期純利益 78,681 28,656

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 78,681 28,656
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年12月１日
至 2024年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年12月１日
至 2025年８月31日)

四半期純利益 78,681 28,656

四半期包括利益 78,681 28,656

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 78,681 28,656
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

前第３四半期連結累計期間(自 2023年12月１日 至 2024年８月31日)

(株主資本の著しい変動)

当社は、2024年２月27日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として新株の発行を行いました。

これにより資本金及び資本準備金がそれぞれ2,413千円増加しております。

更に、2024年２月29日開催の取締役会決議に基づき、自己株式25,000株の取得、及び2024年８月16日開催の取

締役会決議に基づき、自己株式2,900株の取得を行っております。

また、当第３四半期連結累計期間に新株予約権の行使として自己株式の処分を行いました。これらにより自己

株式は13,032千円(14,350株)増加しました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末において資本金54,119千円、資本剰余金846,768千円、自己株式

15,096千円(17,973株)となっております。

当第３四半期連結累計期間(自 2024年12月１日 至 2025年８月31日)

(株主資本の著しい変動)

当社は、2025年２月27日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として新株の発行を行いました。

これにより資本金及び資本準備金がそれぞれ13,041千円増加しております。

更に、当第３四半期連結累計期間に新株予約権の行使として自己株式の処分、及び譲渡制限付株式報酬制度に

より自己株式の無償取得を行いました。これらにより自己株式は3,534千円(2,546株)減少しました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末において資本金67,161千円、資本剰余金843,659千円、自己株式

32,678千円(28,377株)となっております。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

(税金費用の計算)

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

（会計方針の変更）

(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号 2022年10月28日)等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しております。当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への重要な影響はありま

せん。

また、連結会社間における子会社株式等の売却にともない生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務

諸表における取扱いの見直しに関連する改正については、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第28号 2022年10月28日)を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。当該会計方針の変

更による前年四半期の四半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。
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（表示方法の変更）

前第３四半期連結累計期間において、「営業外収益」の「その他」に含めていた生産活動収入は、第１四半期連

結会計期間より「売上高」に計上する方法に変更しております。また、「営業外費用」の「利用者工賃」、及び

「営業外費用」の「雑損失」に含めていた生産活動費用は、「売上原価」に計上する方法に変更しております。

これは、2024年12月１日付で株式会社パパゲーノを完全子会社化したことにともない、就労継続支援Ｂ型事業の

生産活動に係る収益及び費用が増加し、今後も当該収益及び費用が当社グループ内で金額的及び事業運営上におい

て重要性が高まっていくことが見込まれることから、営業活動の成果をより適切に表示するために表示区分の変更

を行うものであります。

この表示方法の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の連結損益計算書において表示していた、

「売上高」4,693,090千円、「売上原価」4,190,730千円、「売上総利益」502,359千円、「営業利益」126,065千円、

「営業外収益」の「その他」11,598千円、「営業外収益合計」56,513千円、「営業外費用」の「利用者工賃」

17,678千円、「営業外費用」の「その他」9,199千円、「営業外費用合計」39,059千円をそれぞれ、「売上高」

4,699,088千円、「売上原価」4,209,295千円、「売上総利益」489,793千円、「営業利益」113,498千円、「営業外

収益」の「その他」5,600千円、「営業外収益合計」50,515千円、「営業外費用」の「その他」8,313千円、「営業

外費用合計」20,495千円として組み替えております。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 2023年12月１日 至 2024年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額

(注)１．２．

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３．福祉事業 介護事業 外食事業 計

売上高

顧客との契約から生じる
収益

2,536,883 1,235,928 895,402 4,668,214 － 4,668,214

その他収益 20,305 － 10,569 30,874 － 30,874

外部顧客への売上高 2,557,188 1,235,928 905,971 4,699,088 － 4,699,088

セグメント間の
内部売上高又は振替高

2,230 － 15,344 17,575 △17,575 －

計 2,559,419 1,235,928 921,316 4,716,663 △17,575 4,699,088

セグメント利益
又は損失(△)

191,371 △22,614 69,930 238,687 △125,188 113,498

(注) １．セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額は、各報告セグメントに帰属しない全社費用及びセグメント間取引

消去であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「介護事業」セグメントにおいて収益性が低下した資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当第

３四半期連結累計期間に3,645千円の減損損失を計上しております。

(のれんの金額の重要な変動)

該当事項はありません。
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当第３四半期連結累計期間(自 2024年12月１日 至 2025年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額

(注)１．２．

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３．

福祉事業 介護事業 外食事業 計

売上高

顧客との契約から生じる
収益

2,762,161 1,168,792 1,004,449 4,935,403 300 4,935,703

その他収益 14,651 － 8,571 23,223 － 23,223

外部顧客への売上高 2,776,813 1,168,792 1,013,020 4,958,626 300 4,958,926

セグメント間の
内部売上高又は振替高

1,721 － 32,076 33,798 △33,798 －

計 2,778,535 1,168,792 1,045,097 4,992,424 △33,498 4,958,926

セグメント利益
又は損失(△)

154,795 △6,140 70,664 219,320 △151,893 67,426

(注) １．セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額は、各報告セグメントに帰属しない全社費用及びセグメント間取引

消去であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「介護事業」セグメントにおいて収益性が低下した資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当第

３四半期連結累計期間に1,984千円の減損損失を計上しております。

(のれんの金額の重要な変動)

当第３四半期連結累計期間に、「福祉事業」セグメントにおいて、株式会社パパゲーノの発行済株式の100％を

取得し、連結子会社化したことにともない連結の範囲に含めております。当該事象によるのれんの増加額は、当

第３四半期連結累計期間において96,483千円であります。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産及び投資その他の資産に係る償却費を含む。)及びの

れんの償却費は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年12月１日
至 2024年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年12月１日
至 2025年８月31日)

減価償却費 73,267 千円 77,011 千円

のれんの償却費 24,907 千円 35,617 千円

（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動）

2024年12月１日付で株式会社パパゲーノの発行済株式の100％を取得したことにより、当第３四半期連結累計期間

の期首より同社を連結範囲に含めております。
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（重要な後発事象）

(子会社の設立)

当社は、2025年10月15日開催の取締役会において、下記のとおり子会社の設立を決議いたしました。

１．子会社設立の目的

当社グループは、創業以来「人を想う」をグループ共通理念に掲げ、「社会福祉に特化した人生の総合サポー

ト企業」として、国内128拠点にて多岐にわたる福祉サービスを提供しております。

さらなる事業領域の拡大と社会貢献の推進を目的として、新たに子会社を設立することといたしました。新会

社では、「カフェ」を併設した就労継続支援Ｂ型事業所を運営し、障害のある方々に新たな就労機会を創出して

まいります。

これらの取り組みにより、当社グループは、地域社会との交流を促進し、持続可能な社会の実現に貢献すると

ともに継続的な企業価値の向上に努めてまいります。

２．設立する子会社の概要

(１) 名称 Ａネクストワークス株式会社

(２) 所在地 東京都千代田区岩本町二丁目９番９号

(３) 代表者の役職・氏名 代表取締役 濵田 友則

(４) 事業内容 福祉事業所の運営(就労継続支援Ｂ型事業所 他)

(５) 資本金 1,000万円

(６) 設立年月日 2025年10月16日(予定)

(７) 大株主及び持株比率 ＡＨＣグループ株式会社(100％)

(８) 上場会社と当該会社との

間の関係

資本関係 当社100％出資の子会社として設立いたします。

人的関係 当社の取締役が当該子会社の代表取締役を兼任いたします。

取引関係 当社と営業上の取引を予定しております。

３．今後の見通し

本件が当期の連結業績に与える影響は軽微であります。今後開示すべき事項が発生した場合には、速やかにお

知らせいたします。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
２０２５年 １０月 １５日

ＡＨＣグループ株式会社

取 締 役 会 御中

史彩監査法人

東京都港区

指定社員

業務執行社員
公認会計士 伊 藤 肇

指定社員

業務執行社員
公認会計士 野 池 毅

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているＡＨＣグループ株式会社の２０２４年１２月１日か

ら２０２５年１１月３０日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（２０２５年６月１日から２０２５年８月３

１日まで）及び第３四半期連結累計期間（２０２４年１２月１日から２０２５年８月３１日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中

レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半

期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計

基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成

されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性
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が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要

な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又

は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成

基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(四半期決算短信開示会社)が別途保管しています。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


